
＜事務事業評価表＞
No.10

□

項 目

目標年度

平成３１年度

平成３１年度

平成28年度
見込額

363,173

42,844

316,899

244

2,556

630

630

50,000

313,173

0.60

0.60

０件

０件

手段（市がどのような
活動をするか）

衛生費

会計

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

概要

川内クリーンセンター管理費

款

事
業
の
内
容

各施設の処理能力が適正に確保されている。

一般会計

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

川内クリーンセンター焼却施設・粗大ごみ処理施設等の管理・運営を行うもの。

搬入ごみの受入れ拒否件数

評価表
［単位：千円、人］

事業の類型 　□ ソフト事業　　　　□ 建設・整備事業　　　　■ 施設管理　　　　□ 内部管理

事項 細事項

政策

清掃費

染川秀夫

小施策

ごみ処理の充実

ごみ処理施設の機能の充実

ごみ処理費
予算
科目
等 川内クリーンセンター管理費

廃棄物の処理及び清掃に関する法律他

市民福祉部 川内クリーンセンター 担当者

施策

所管部課名

事業の種類

根拠法令等

川内クリーンセンター焼却施設・粗大ごみ処理施設・水処理施設

621

０件

０件

平成27年度
見込額

　■ 単年度繰返　□ 期間限定複数年度（⇒　　　　年度 ～　　　　年度）

目標値

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

　□ 特定事業　　　　　■ 義務的事業　　　　　　□ 裁量事業

マニフェスト関連

川内クリーンセンター管理事業

意図（どのような状態
にしたいのか）

誰もが安心して快適に暮らせるまち
づくり

経
費
及
び
指
標
の
推
移

289,083事業費 

630

316,899

特筆すべき事項等

０件

平成26年度

42,844

244

その他

0.60

363,173

財
源
内
訳

０件

3.00

嘱託員 1.00

重機リース料他

職員

活動指標の推移 ０件 ０件

国・県支出金

0.60

621

2.00

補助金

一般財源

2.00

１件

平成２６年度から運転管理委託拡充のため、要員が５名から３名に減員し
た。薬品等の消耗品購入を始め、小規模修繕等も委託料に含むこととし
た。

活動指標

消耗品費

項目
平成26年度

予算額

成果指標

21,308

電気料

指標名

228,592

363,173

20,439 244

運転管理業務委託
他

平成25年度
決算額

平成24年度
決算額

283,761

31,250

316,899

環境排出基準値オーバー件数

焼却施設等の確実な管理運営を行う(業務委託のモニタリングを含む)

53,834

630622

630

2,556

630

50,00063,019

35,034 42,844

231,151

2,459 2,5562,611

222,137

61,624

0.60

622

地域振興補助金

3.00

0.60

０件

０件成果指標の推移

309,339 313,173

０件

1.00

事業期間

226,064

要員配置状況

臨時職員等
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＜事務事業評価表＞

外
部
評
価
結
果

事務事業の視点別評価

妥当性　　⇒ 　□高い　　　　□低い

効率性　　⇒ 　□高い　　　　□低い

有効性　　⇒ 　□高い　　　　□低い

今後の改革の方向性

□ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

まとめ（補助金等評価を含む。）

　

（上記選択の理由）
　処理施設の集約、施設の運転管理の委託拡充を予定どおり進めてきた。

（上記選択の理由　※成果指標の過去の動向把握(5段階)結果を含めて選択理由を記入）

（上記選択の理由）

要員配置の削減余地

妥
　
当
　
性

（上記選択の理由）

□ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

対象・手段の妥当性

効
　
率
　
性

□ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

　各処理施設の能力を適正に確保するためには、適切な薬品の使用・老朽化したことで発生する
小規模な修繕が不可欠である。ごみ処理が停滞することは許されない。

（上記選択の理由）

成果の向上余地

内
部
評
価
結
果

今後の改革の方向性

■ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続　⇒　今後の方向性：□拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

　平成２６年度に職員を５名から３名へ削減した。これ以上の削減はできない。

事業費の削減余地

市が関与すべき妥当性

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

有
　
効
　
性

　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

平成２９年度から実施予定である基幹的設備改良事業までは現状のまま継続することが望まし
い。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
  現在、運転業務の全面委託や大規模な施設改修などを検討中であり、方針決定までは現状のと
おりが適切である。

□ 余地がかなりある　□ 余地がある程度ある　■余地はほとんどない

●過去の動向把握…□大きく改善、■改善、□ほぼ横ばい、□減少、□大きく減少
　一般廃棄物の処理が計画どおり進められている。甑島を含む市内全域のごみ処理を１カ所で処
理することができる。

上記方向付けの理由

■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律により、一般廃棄物の処理は市の責務である。

　焼却施設等の運転管理は民間企業に委託している。市の職員も必要最低限に削減しており、平
成３１年度に予定している全面委託までは削減余地はない。

■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

（上記選択の理由）

成果の達成度 □ 達成度はかなり高い　　■ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

66.5%
40.3%
19.7%
6.4%

14.1%
0.0%

19.4%
100.0%
30.3%
0.0%

48.3%
2.0%
0.0%
0.0%

19.3%
100.0%

10-1

所管部課名

補助経過年数

平成26年度

事務事業名 川内クリーンセンター管理事業

川底公民館、小倉自治会

川内クリーンセンター地域振興補助金 評価表

(1)組織の運営に関する経費(報酬、交際費及び食糧費は除く)
(2)清掃活動等に要する経費(食糧費及び神社祭礼費は除く)

スポーツ大会、ふれあいサロン等の地域活性化事業、餅つき大会、三世代交流グランドゴル
フ大会等の世代間交流事業、清掃作業等の環境美化活動。

成果指標①

一般財源 その他の内容

630

平成26年度
予算額

630 千円

国県支出金 その他

目標年度

平成31年度

目標値

10回  500人

指標名

清掃活動等の実施回数及び参加者数

成果指標②

収
入

自己資金 2,530,280 58.0% 3,153,457 71.8%

補助金額又は
補助率

1団体あたり３１５千円以内

上記項目の
積算方法 補助金額＝補助基本額（３１５，０００円)－地域振興補助金(一括分)前年度利息額

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成23年度 平成24年度 平成25年度

金額（円）

2,931,963
会費収入 1,809,300 41.5% 1,783,200 40.6% 1,777,700

割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

寄付金・その他助成 264,220 6.1% 268,880 6.1% 283,880
事業収入 456,760 10.5% 1,101,377 25.1% 870,383

0.0% 0.0%
市補助金 606,000 13.9% 620,372 14.1% 622,030

計 4,364,994 100.0% 4,394,503 100.0% 4,409,847
（前年度繰越金） 1,228,714 28.1% 620,674 14.1% 855,854

1,337,698
人件費 0.0% 0.0%

支
出

事業費 1,179,968 27.0% 1,347,356 30.7%

その他事務費 2,482,338 56.9% 2,099,821

0.0% 0.0%

47.8%

852,289
0.0% 0.0%

（翌年度繰越金） 620,674

翌年度繰越金/市補助金 102.4% 138.0% 137.0%

特
記
す
べ
き
事
項
等

【今年度改善点】　　　補助形態を変えられないか協議しているが結論が出ていない。
　　　　　　　　　　　今後も協議していく。
【前回評価への回答】　繰越金が補助額を上回っているが、積立金を取り崩して収入にしており、
　　　　　　　　　　　運営に余裕はない。

成果指標の推移①
成果指標の推移②

9回  476人 8回  417人 8回  423人
2件

担当者市民福祉部 川内クリーンセンター 染川秀夫

根拠法令 薩摩川内市市民福祉部関係補助金交付要綱

６年以上１０年以下

補助対象者

補助対象経費

2,129,755

補助対象事
業・活動の内

容

100.3%
自己資金/前年度自己資金 124.6% 93.0%

計 4,364,994 100.0% 4,394,503 100.0% 4,409,847

交付件数 2件 2件

補助対象外経費 82,014

支出計/前年度支出計 100.7%

1.9% 91,472 2.1% 90,105

14.2% 855,854 19.5%

運営補助のみ 事業補助のみ 運営補助と事業補助の両方 その他
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〈補助金の視点別評価〉

評価

C

A

A

A

C

B

A

A

適
格
性
及
び
妥
当
性

老朽化した焼却施設・最終処分場の存続・運
営・更新には立地地域住民の理解と協力が不
可欠である。継続的な補助が必要である。

①に該当する
施設の運営には立地地域住民の理解が不可欠
であり、常に地域振興事業に寄与することが
求められている。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし合
わせて、自助努力がみられないなど、明らかに半
永続的・固定的な補助にはならないと見込まれ
る。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の状
況においても一定の公益性が認められる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補助
金等の交付以外に適当な政策手段がないか、又は
当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段である
と明確に認められる。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定され、
その内容は補助目的に照らし、公費を充てるもの
として、著しく妥当性を欠くものとはなっていな
い。

地域自治会等の事業であるため。

補助金交付要領による。

①　補助の対象となる事業について、行政が直接
実施するよりも、行政以外の者が行う方が適当で
あると明確に認められる。

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体等
の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市民の
福祉の向上及び利益の増進に寄与している。

クリーンセンターの立地地域振興を目的とし
ており、課題はあるが、受益者は限定的にな
る。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって積
算されたものであり、かつ、社会経済情勢に照ら
し、著しく妥当性を欠く水準とはなっていない。
（交付要綱の補助基準）

A

項　　目

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=課題あり】

　次のいずれかに該当するものである。

地域からの強い要望のある地域振興策につい
て、経費面から助成するため、住民の満足度
が高い。

≪改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画≫
自治会等の代表である川内クリーンセンター対策委員会委員と補助形態の変更について協議していく。

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

≪今後の改革の方向性≫

　　⇒今後の方向性

≪上記方向の理由≫
自治会等への直接補助ではなく、川内クリーンセンター対策委員会への補助へ変更したい。

〈補助金の見直し結果〉

地域自治会等の事業に限定されている。

地域の要望に応える他の政策手段が見つから
ない。

補助金交付要領により規定している。

評価した内容についての説明

必
要
性

有
効
性

要件

公
益
性

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の団
体等に一定の補助を行うことが直ちに必要である
と認められる。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服等
の観点から、当面、補助を通じた行政の支援が必
要であると認められる。

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに合
致しており、かつ、その目標・成果の達成に向け
て、適切な効果を生じている。（その目標・成果
を測るための適当な効果指標の設定がなされてい
る。）

現状のまま継続

見直しの上で継続

休止

廃止

拡大 他の補助金と統合 補助内容の改善 縮小 移管
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